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２Ｆ１５ 

日日本本企企業業ののイインンドドをを拠拠点点ととししたたググロローーババルル･･イイノノベベーーシショョンン･･ネネッットトワワーークク  

 
近藤 正幸 (開志専門職大学) 

 

 

 

11.. ははじじめめににーーイインンドドのの特特許許創創出出とと日日本本    
企業はグローバル競争に打ち勝つためにイノベーションについてもその活動をグローバルに展開し

ている。 
海外における研究開発拠点については、UNCTAD (2005)によると、世界の多国籍企業は、中国、米国

に次いでインドを挙げている。日本企業の研究開発拠点の立地先としては、日本貿易振興機構（2020）

によるとインドはインドネシアと並んで 8 位である。 

イノベーションの成果の1つの指標である特許、そのうちでも国際的に価値が高いと考えられる特許

協力条約（PCT: Patent Cooperation Treaty）に基づく特許の出願件数を 2019 年のデータで見てみる

と、インドは世界でも 14 位、アジアでは中国、日本、韓国、トルコに次いで 5 位である。 

本論文では、こうしたインドを拠点とした日本企業のグローバル・イノベーション・ネットワークと発明者

の構成について分析している。この場合、日本企業と言っても外国企業の日本法人でその外国の親企業と共同

で特許出願している場合は、実質的にその外国企業の行動になるのでこうした日本企業は除外している。 

その結果、以下のことが判明した。日本企業のインドを研究開発拠点の 1 つとするグローバル・イノベーシ

ョン・ネットワークは 2010 年代、それも後半になって急に増加している。ネットワークの形態としては「現地－本

国連携型」の頻度が最も高く、時系列的にはその割合は低下してきている。その代わりに、｢現地単独

型」や「本国調整ネットワーク型」が増えてきている。発明者の構成については、インド拠点ではインド

人発明者、日本拠点では日本人発明者が典型となっている。海外頭脳の活用の観点から観ると、日本企業とイ

ンド学研の連携も結構多い。 
 

22.. 研研究究方方法法  
22..11  デデーータタ及及びび分分析析方方法法  

使用したデータは世界知的所有権機関(WIPO)の PATENTSCOPE に収録されている特許協力条約(PCT) に

基づいて国際出願された特許データである。期間は 2020 年までに公開されたデータで、2019 年までの

出願分である。 

データの検索・抽出に当たっては、出願人の1人は日本企業であり、発明者が少なくとも1人はイン

ドに居住する特許を対象とした。ただし、出願人が外国企業の日本法人で親会社と共願の場合は、外

国の本社の戦略・意向が強く反映されていると考えて除いている。実際には外国企業の日本法人は全

て米国企業の日本法人であった。 

 

22..22  ググロローーババルル・・イイノノベベーーシショョンン・・ネネッットトワワーークク類類型型及及びび頭頭脳脳活活用用((発発明明者者))類類型型  

分析をするにあたって，グローバル・イノベーション・ネットワークの類型及び頭脳活用(発明者)

類型は近藤(2020)に基づいている。 

海外研究開発拠点を中心にグローバル・イノベーションのネットワーク・拠点の類型大きくは次の

3 類型である。 

 現地単独型 

 2 国連携型  

 国際ネットワーク型 

さらに、「2 国連携型」は「現地－本国連携型」と本国の発明者が関与しない現地拠点と第 3 国によ

る「現地－第 3 国連携型」である「自律連携型」がある。「国際ネットワーク型」については、本国が

中心となる「本国調整ネットワーク型」と本国が入らない自律的な「現地－第3国ネットワーク型」で

ある「自律ネットワーク型」がある(図 1)。図示的には、簡略化して下記の図(図 2)を用いることもあ

る。 

2F15

― 973―



 

 

 

頭脳活用(発明者)類型については、現地、本国、第 3 国について次のようである(表 1)。 

 

 
 

33.. 分分析析結結果果  
33..11 日日本本企企業業ののイインンドドをを拠拠点点ととししたたググロローーババルル･･イイノノベベーーシショョンン･･ネネッットトワワーークク  

日本企業のインドを拠点としたグローバル･イノベーション･ネットワークのパターンは、｢現地-本

国連携型｣が多い(図 3)。これは、日本企業のタイを拠点としたグローバル･イノベーション･ネットワ

ークのパターン(近藤(2021)と同じである。ただ、その割合は低下していく。2000 年代まででは約 3 分

の 2 であり、2010 年代前半では 2分の 1 強、2010 年代後半では 3 分の 1 強となった。 

その代わりに、｢現地単独型｣が増加し、1 割を切っていたものが 3 分の 1 強を占めるまでになった。

日本企業のタイを拠点としたグローバル･イノベーション･ネットワークの場合よりも｢現地単独型｣の

増加が激しい。｢本国調整ネトワーク型｣も 4分の 1弱まで増加している。この現象は日本企業のタイを

拠点としたグローバル･イノベーション･ネットワークの場合には見られなかった。 
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図 3 日本企業のインドに着目したグローバル・イノベーション・ネットワークの変遷 
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33..22 日日本本企企業業ののイインンドドをを拠拠点点ととししたた頭頭脳脳活活用用 
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日本企業のインドを拠点としたグローバル・イノベーション・ネットワークにおける頭脳活用につ

いては、2010 年代後半しか図 4 に示していないが、次のことが判明した。 

インド拠点ではインド人発明者、日本拠点では日本人発明者が典型となっている。海外頭脳の活用の観点

から観ると、日本企業とインド学研の連携も結構多い。 

 

44.. おおわわりりにに  
本分析で、日本企業のインド拠点に着目したグローバル・イノベーション・ネットワークの実態を

PCT 特許創出の観点から分析して以下のことが分かった。 

イノベーション・ネットワークについては、①日本‐インド連携型が全体として最も多い、②その

割合は低下してきて、現地単独型や本国調整ネットワーク型が多くなってきた。タイ拠点の場合に比

較すると、現地単独型の増加も多く、タイではあまり見られなかった本国調整ネットワーク型が多く

なってきた点が注目される。  

頭脳活用については、インド拠点ではインド人発明者、日本拠点では日本人発明者が典型となっている。ま

た、海外頭脳の活用の観点から観て、日本企業とインド学研との連携も結構多い。 

 今後の研究計画としては、インドにおける他国の多国籍企業のイノベーションについて分析し、日

本企業と比較することを計画している。 
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図 4 日本企業のインドに着目したグローバル・イノベーション・ネットワークにおける頭脳活用 
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